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長野県訓令第３号

	 本庁内部部局

	 現 地 機 関

　長野県電子計算組織の利用に関する規程（平成４年長野県訓令第１号）の一部を次のように改正し、令和３年４月１日か

ら施行します。

　　令和３年３月31日

	 長野県知事　阿　部　守　一

　第３条第１項中「情報政策課長」を「デジタルインフラ整備室長」に改め、同条第２項を削る。

　第５条中「第３条第１項」を「第３条」に、「情報政策課長」を「デジタルインフラ整備室長」に改める。

　第６条中「第３条第１項」を「第３条」に改める。

　第７条第１項中「情報政策課長」を「デジタルインフラ整備室長」に改め、同条第３項を削る。

　第８条、第９条、第10条第２項及び第12条第１項中「情報政策課長」を「デジタルインフラ整備室長」に改める。

情報政策課

長野県訓令第４号

	 本 庁 内 部 部 局

	 現 地 機 関

	 労働委員会事務局

　長野県職員服務規程（昭和40年長野県訓令第16号）の一部を次のように改正し、令和３年４月１日から施行します。

　　令和３年３月31日

	 長野県知事　阿　部　守　一

　第５条中「部長及び課（局・」を「部（局）長、部の次長、課（」に改める。

人　事　課

長野県訓令第５号

	 本庁内部部局

	 現 地 機 関

　組織規則の規定に基づく係の設置に関する規程（平成20年長野県訓令第９号）の一部を次のように改正し、令和３年４月

１日から施行します。

　　令和３年３月31日

	 長野県知事　阿　部　守　一

　本則第２項中「第４条の６第３項」を「第４条の５第３項」に改め、「、第28条の２第３項」を削る。

　別表第１の企画振興部の項中

「
総合政策課 総務係　土地対策係

を
情報政策課 管理係　電子自治体係　情報システム係

」

「

」

総合政策課 総務係　土地対策係 に改め、同表の県民文化部の項を次のように改める。

県民文化部 文化政策課 総務係　企画経理係　芸術文化係

県民協働課 協働・ＮＰＯ係

くらし安全・消費生活課 企画指導係　相談啓発係　交通安全対策

係

人権・男女共同参画課 人権尊重係　男女共同参画係

こども若者局 次世代サポート課 次世代企画係　青少年育成係　次世代支

援係

こども・家庭課 家庭支援係　保育係

　別表第１の産業労働部の項中「経理係」を「経理係　団体・サービス産業振興係　復興支援係」に、

「
産業立地・経営支援課 中小企業支援係　次世代産業集積係　金融

支援係
」

を
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「
経営・創業支援課 中小企業支援係　創業・承継支援係　金融

支援係 に、「食品・伝統産業係　産業保安係」を「保安・伝統産業係」に、

産業立地・ＩＴ振興課 立地振興係　ＩＴバレー推進係
」

「 「
人材育成課　　　

」
を 産業人材育成課　

」
に改め、同表の農政部の項中「水利係　防災係」を「水利係」に、「中山間農村係　担

い手育成係　農業金融係」を「中山間農村・金融係　担い手育成係」に改める。

　別表第２の産業労働部の項を削る。

人　事　課

長野県訓令第６号

	 本庁内部部局

	 現 地 機 関

　兼務に関する規程（平成20年長野県訓令第12号）の一部を次のように改正し、令和３年４月１日から施行します。

　　令和３年３月31日

	 長野県知事　阿　部　守　一

「 「
　本則の１の表の４の項を削り、同表の３の項中 ３

」
を ４

」
に、

「
総務部 人事課 課長補佐

を
県民文化部 文化政策課 　同

」

「
総務部 人事課 　同 「 「

に改め、同表の２の項中 ２
」
を ３

」
に、

県民文化部 文化政策課 課長補佐
」

「

を

総務部 人事課 　同

　同 コンプライ

アンス・行

政経営課

課長補佐

（所属長

が指定し

たものに

限る。）

」

「
総務部 人事課 課長補佐

「 「
に改め、同表の１の項中 １

」
を ２

」
に改め、同項の前に次のように加える。

（所属長

が指定し

たものに

限る。）

　同　同 コンプライ

アンス・行

政経営課
」

１

危機管理部

総務部

県民文化部

健康福祉部

環境部

産業労働部

観光部

農政部

林務部

建設部

次長

　同

　同

　同

　同

　同

　同

　同

　同

　同

企画振興部次長 －

　本則の１の表の 10 の項中

「 「
産業労働部

　同

産業立地・

経 営 支 援

課

産 業 技 術

課

金融支援

係長

産業保安

係長

」

を

産業労働部

　同

経営・創業

支援課

産 業 技 術

課

金融支援

係長

保安・伝

統産業係

長

」

に改め、同表の 33の項
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「 「 「 「 「 「
中 33

」
を 34

」
に改め、同表の 32 の項中 32

」
を 33

」
に改め、同表の 31 の項中 31

」
を 32

」
に改め、同表の 30 の項中

「 「 「 「 「 「
30

」
を 31

」
に改め、同表の 29 の項中 29

」
を 30

」
に改め、同表の 28 の項中 28

」
を 29

」
に改め、同表の 27 の項中

「 「 「 「 「 「
27

」
を 28

」
に改め、同表の 26 の項中 26

」
を 27

」
に改め、同表の 25 の項中 25

」
を 26

」
に改め、同表の 24 の項中

「 「 「 「 「 「
24

」
を 25

」
に改め、同表の 23 の項中 23

」
を 24

」
に改め、同表の 22 の項中 22

」
を 23

」
に改め、同表の 21 の項中

「 「 「 「 「 「
21

」
を 22

」
に改め、同表の 20 の項中 20

」
を 21

」
に改め、同表の 19 の項中 19

」
を 20

」
に改め、同表の 18 の項中

「 「 「 「 「 「
18

」
を 19

」
に改め、同表の 17 の項中 17

」
を 18

」
に改め、同表の 16 の項中 16

」
を 17

」
に改め、同表の 15 の項中

「 「
15

」
を 16

」
に改め、同表の 14 の項の次に次のように加える。

15

会計局 会計課 主任会計指導員 会計局契約・検

査課主任契約指

導員

－

会計局 契約・検査課 主任契約指導員 会計局会計課主

任会計指導員
－

　本則の１の表の備考の１中「２、３」を「３、４」に改め、本則の２の表中

「
県民文化部児童相談・養育支援室 県民文化部子ども支援センター

」
を

「
総合県税事務所北信事務所 総合県税事務所

に改める。

東信県税事務所上田事務所 東信県税事務所

南信県税事務所諏訪事務所

　同　　　　　飯田事務所
南信県税事務所

中信県税事務所木曽事務所

　同　　　　　大町事務所
中信県税事務所

県民文化部児童相談・養育支援室 県民文化部子ども支援センター
」

人　事　課

長野県訓令第７号

	 本庁内部部局

	 会　 計　 局

	 現  地  機  関

	 教  育  機  関

	 警　 察　 署

　財務規則第２条に定める所の出納員の任免（昭和39年長野県訓令第28号）の一部を次のように改正し、令和３年４月１日

から施行します。

　　令和３年３月31日

	 長野県知事　阿　部　守　一

　１中「食肉衛生検査所次長」を「長野食肉衛生検査所次長」に改める。

人　事　課
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長野県訓令第８号

	 本庁内部部局

	 現  地  機  関

　職務に専念する義務の特例に関する訓令（昭和61年長野県訓令第９号）の一部を次のように改正し、令和３年４月１日か

ら施行します。

　　令和３年３月31日

	 長野県知事　阿　部　守　一

　本則中「会計管理者」の次に「、本庁内部部局の部の次長」を加える。

　本則の１の表の長野県同和地区福祉資金運営委員会の項を削り、同表の第82回国民体育大会・第27回全国障害者スポーツ大会長野県

準備委員会の項中

「
第82回国民体育大会・第27回全国障害者スポーツ大会長野県準

備委員会
」

を

「
第82回国民スポーツ大会・第27回全国障害者スポーツ大会長野

県準備委員会
」

に改め、同表の公益財団法人中部圏社会経済研究所の項の次に次

のように加える。

一般社団法人長野ＩＴコラボレーションプラットフォーム 特別理事

　本則の１の表のエコアクション 21地域事務局「長野産環協」運営委員会の項を次のように改める。

エコアクション 21普及戦略会議 委員

　本則の１の表の信州大学信州地域技術メディカル展開センター事業戦略委員会の項の次に次のように加える。

長野県原産地呼称管理委員会 委員　事務局長

長野県原産地呼称管理委員会日本酒・焼酎委員会 事務局長

長野県原産地呼称管理委員会ワイン委員会 事務局長

信州ワインバレー構想推進協議会 事務局長

　本則の１の表の一般社団法人中央日本総合観光機構の項の次に次のように加える。

日本みどりのプロジェクト推進協議会 事務局長

　本則の１の表の長野米生産販売対策協議会の項の次に次のように加える。

長野県原産地呼称管理委員会米委員会 事務局長

　本則の１の表の長野県道路公社の項中「理事」を「副理事長　理事」に改める。

　本則の２の表の第82回国民体育大会・第27回全国障害者スポーツ大会長野県準備委員会の項中

「
第82回国民体育大会・第27回全国障害者スポーツ大会長野県準

備委員会
」

を

「
第82回国民スポーツ大会・第27回全国障害者スポーツ大会長野

県準備委員会
」

に改める。

　本則の５の表の第82回国民体育大会・第27回全国障害者スポーツ大会長野県準備委員会の項中

「
第82回国民体育大会・第27回全国障害者スポーツ大会長野県準

備委員会
」

を

「
第82回国民スポーツ大会・第27回全国障害者スポーツ大会長野

県準備委員会
」

に改め、同表の長野県松本勤労者福祉センター運営協議会の項中

「
長野県松本勤労者福祉センター運営協議会

」
を

「
松本市勤労者福祉センター運営協議会

」
に改める。

コンプライアンス・行政経営課
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長野県訓令第９号

	 本 庁 内 部 部 局

	 現 地 機 関

	 労働委員会事務局

　職員安全衛生管理規程（平成元年長野県訓令第６号）の一部を次のように改正し、令和３年４月１日から施行します。

　　令和３年３月31日

	 長野県知事　阿　部　守　一　

　第20条第２項第１号を次のように改める。

　⑴　医師の診断書。ただし、職員が休職から職場復帰するときは、診断書（様式第５号）とする。

「
に、様式第１号及び様式第２号中「総括安全衛生管理者　様」を

総括安全衛生管理者　様

主任安全衛生管理者　様
」

「所属長　　　　　　　　　印」を

「所属長　　　　　　　　　　」に改める。

　様式第３号中「職・氏名　　　　　　　　　㊞」を「職・氏名　　　　　　　　　　」に改め、同様式の添付書類を次のように改める。

　（添付書類）　医師の診断書。ただし、職員が休職から職場復帰するときは、診断書（様式第５号）とする。

　様式第４号中「所属長　　　　　　　　　印 」を「所属長　　　　　　　　　　」に改め、同様式の注中「の写し」を「（様式第３

号）の写し」に改める。

　様式第５号中「診断書」を「診断書（長野県職員用）」に、

「

を

診断名　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

」

「

に、「意見（※休職から職場復帰する場合にご記入ください。）」
診断名　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
」

を「意見」に、「医師名　　　　　　　　　印」を「医師名（署名又は記名押印）」に改める。

　様式第７号中「所属長　　　　　　　　　印 」を「所属長　　　　　　　　　　」に改める。

　様式第８号中「職・氏名　　　　　　　　　㊞」を「職・氏名　　　　　　　　　　」に改める。

　様式第９号中「所属長　　　　　　　　　印 」を「所属長　　　　　　　　　　」に改める。

　様式第10号中「所属長　　　　　　　　　印 」を「所属長　　　　　　　　　　」に、

「
を所属名 所属コード

」

「
に、所属名

」

「
を
「

に改め、同様式の注を次のように改める。性　　　別
」

年　月　日（　歳） 性　　　別
」

　（注）　療養休暇欄は、職員の療養休暇（分娩による場合を除く。）が連続して 30日を超えると見込まれるときのみ記入すること。

　様式第11号中「所属長　　　　　　　　　印 」を「所属長　　　　　　　　　　」に

「
を所属名 所属コード

」

「
に改め、同様式の注中「には」を「には、」に、所属名

」

「により」を「（様式第10号）により」に改める。

　様式第12号中「所属長　　　　　　　　　印 」を「所属長　　　　　　　　　　」に改める。

　様式第13号中

「

を
審査員

氏　名
印

」

「

に改める。

審査員

氏　名

（署　名）
」

職　員　課
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長野県訓令第10号

	 本庁内部部局

	 現  地  機  関

　長野県文書規程（昭和44年長野県訓令第２号）の一部を次のように改正し、令和３年４月１日から施行します。

　　令和３年３月31日

	 長野県知事　阿　部　守　一

　別表第３の１の企画振興部の項中

「
情報政策課

情報政策課統計室

先端技術活用推進課

情政

情政統

先
」

を

「

に改め、同１の総務部の項中

総合政策課統計室

ＤＸ推進課

ＤＸ推進課デジタルインフラ整備室

総政統

Ｄ

Ｄデ
」

「
職員課 職

」

「

に、を
職員キャリア開発課

職員課

職キ

職
」

「
「

総務事務課 総事
」
に改め、

総務事務課

職員キャリア開発センター

総事

職キ
」

を

同１の県民文化部の項中

「
文化政策課

文化政策課信濃美術館整備室

文政

文政美
」

を

「
文化政策課 文政

」
に、

「

を

次世代サポート課

こども・家庭課

こども・家庭課児童相談・養育支援室

こども・家庭課子ども支援センター

私学振興課

高等教育振興課

次サ

こ家

こ家児

こ家支

私

高
」

「

に改め、同１の産業労働部の項中

私学振興課

高等教育振興課

こども若者局次世代サポート課

こども若者局こども・家庭課

こども若者局こども・家庭課児童相談・養育

支援室

こども若者局こども・家庭課子ども支援セン

ター

私

高

次サ

こ家

こ家児

こ家支

」

「
産業政策課産業復興支援室

産業立地・経営支援課

産業立地・経営支援課創業・サービス振興室

産政復

産経

産経創

」

を

「
経営・創業支援課

産業立地・ＩＴ振興課

経創

産Ｉ
」

に、

「 「
に改め、人材育成課 人材

」
を 産業人材育成課 産人

」
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長野県訓令第11号

	 本 庁 内 部 部 局

	 現 地 機 関

	 労働委員会事務局

　職員の人事評価等に関する規程（昭和26年長野県訓令第７号）の一部を次のように改正し、令和３年４月１日から施行し

ます。

　　令和３年３月31日

	 長野県知事　阿　部　守　一　

　第７条及び第９条ただし書中「職員キャリア開発センター所長」を「職員キャリア開発課長」に改める。

　様式第２号の２及び様式第２号の３中

「

を

※下記の例を参考に加点（最大＋５）

 ・緊急度、繁忙度、困難度等の高い業務で成果

 ・担当業務以外で組織上の成果の向上に貢献

一次 二次

加点

本人確認

㊞
総合

評価

点数

合計

」

「

に、
「

氏名 ㊞
」
を

※下記の例を参考に加点（最大＋５）

 ・緊急度、繁忙度、困難度等の高い業務で成果

 ・担当業務以外で組織上の成果の向上に貢献

一次 二次

加点

総合

評価

点数

合計

」

「
氏名

」
に改める。

職員キャリア開発センター

同表の２中

「
上田食肉衛生検査所

松本食肉衛生検査所

長野食肉衛生検査所

上食

松食

長食
」

を

「
に改める。長野食肉衛生検査所 長食

」

情報公開・法務課



19令和３年（2021年）３月31日（水）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　号　外長　 野　 県　 報

長野県訓令第12号

	 本 庁 内 部 部 局

	 現 地 機 関

	 労働委員会事務局

　職員の研修に関する規程（昭和46年長野県訓令第５号）の一部を次のように改正し、令和３年４月１日から施行します。

　　令和３年３月31日

	 長野県知事　阿　部　守　一

　第３条中「職員キャリア開発センター所長（以下「所長」を「職員キャリア開発課長（以下「課長」に改める。

　第６条中「所長」を「課長」に、「職員キャリア開発センター研修」を「職員キャリア開発課研修」に改める。

　第７条、第８条第２項及び第10条中「所長」を「課長」に改める。

「 「
　別表の自己啓発の項中「所長が」を「課長が」に、 所長　

」
を 課長　

」
に改め、同表の職場外研修の項中

「 「 「 「
職員キャリア開発センター研修　

」
を 職員キャリア開発課研修　

」
に、「所長が」を「課長が」に、 所長　

」
を 課長　

」
に

改める。

職員キャリア開発センター

長野県訓令第13号 

長野県公営企業訓令第１号 

長野県教育委員会訓令第８号 

長野県警察本部訓令第６号

	 本 庁 内 部 部 局 　

	 現　 地　 機　 関　

	 企 業 局 本 庁 　

	 教育委員会事務局　

	 教 育 事 務 所 　

	 警　 察　 本　 部　

	 警　　 察　　 署　

　長野県男女共同参画推進本部設置規程（平成13年長野県訓令第１号、長野県公営企業訓令第１号、長野県教育委員会訓令

第１号、長野県警察本部訓令第８号）の一部を次のように改正し、令和３年４月１日から施行します。

　　令和３年３月31日

	 長野県知事　阿　部　守　一

	 長野県公営企業管理者

	 小　林　　　透

	 長野県教育委員会

	 長野県警察本部長

	 安　田　浩　己

　第３条第４項中「、女性活躍推進監」及び「、信州ブランド推進監」を削る。

人権・男女共同参画課

長野県訓令第14号 

長野県公営企業訓令第２号 

長野県教育委員会訓令第９号 

長野県警察本部訓令第７号

	 本 庁 内 部 部 局

	 現　 地　 機　 関

	 企 業 局 本 庁

	 教育委員会事務局

	 教 育 事 務 所

	 県　 立　 学　 校

	 警　 察　 本　 部
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人権・男女共同参画課

長野県教育委員会訓令第５号

	 事 務 局

	 現地機関

	 教育機関

　職員の人事評価等に関する規程（昭和27年長野県教育委員会訓令第２号）の一部を次のように改正し、令和３年４月１日

から施行します。

　　令和３年３月31日

	 長野県教育委員会

　様式第２号の２及び様式第２号の３中

「

を

※下記の例を参考に加点（最大＋５）

 ・緊急度、繁忙度、困難度等の高い業務で成果

 ・担当業務以外で組織上の成果の向上に貢献

一次 二次

加点

本人確認

㊞
総合

評価

点数

合計

」

「

に、
「

氏名 ㊞
」
を

※下記の例を参考に加点（最大＋５）

 ・緊急度、繁忙度、困難度等の高い業務で成果

 ・担当業務以外で組織上の成果の向上に貢献

一次 二次

加点

総合

評価

点数

合計

」

「
氏名

」
に改める。

教育政策課

　長野県人権施策推進協議会設置規程（平成16年長野県訓令第１号、長野県公営企業訓令第１号、長野県教育委員会訓令第

１号、長野県警察本部訓令第１号）の一部を次のように改正し、令和３年４月１日から施行します。

　　令和３年３月31日

	 長野県知事　阿　部　守　一

	 長野県公営企業管理者

	 小　林　　　透

	 長野県教育委員会

	 長野県警察本部長

	 安　田　浩　己　

　第３条第４項中「、女性活躍推進監」及び「、信州ブランド推進監」を削る。
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長野県教育委員会訓令第６号

	 県 立 中 学 校

	 県 立 高 等 学 校

	 県立特別支援学校

　長野県立学校長職務規程（昭和25年長野県教育委員会訓令第２号）の一部を次のように改正し、令和３年４月１日から施

行します。

　　令和３年３月31日

	 長野県教育委員会

　第17条中「第２号のシからソまで、チ及びツ」を「第２号のスからタまで、ツ及びテ」に改め、同条第２号のイ中「及び不妊治療

休暇」を「、不妊治療休暇、子育て部分休暇、育児休業及び部分休業」に改め、同号中テをトとし、クからツまでをケからテまでとし、

キの次に次のように加える。

　　ク　職員の育児短時間勤務

　様式第１号及び様式第２号中「長野県　　　　　学校長 印 」を「長野県　　　　　　学校長」に改める。

長野県教育委員会訓令第７号

	 県 立 中 学 校

	 県 立 高 等 学 校

	 県立特別支援学校

　長野県立学校職員服務規程（平成２年長野県教育委員会訓令第５号）の一部を次のように改正し、令和３年４月１日から

施行します。

　　令和３年３月31日

	 長野県教育委員会

　第５条第２項中「（以下」を「（第19条第１項及び第２項において」に改める。

　第11条及び第16条第２項第１号中「内部事務総合システム」を「総務事務システム」に改める。

　第18条の２第１項中「内部事務総合システム」を「総務事務システム」に改め、同条第２項中「この項、次条第２項及び第27条第３

項において」を削る。

　第24条第１項及び第５項中「内部事務総合システム」を「総務事務システム」に改め、同条第10項を同条第13項とし、同条第９項中「若

しくは第６項」を「、第６項若しくは第８項」に改め、同項を同条第12項とし、同条第８項中「内部事務総合システム」を「総務事務

システム」に、「様式第19号の３」を「様式第19号の６」に改め、同項を同条第11項とし、同条第７項の次に次の３項を加える。

８�　職員は、子育て部分休暇の承認を請求しようとするときは、あらかじめ、校長に対し、総務事務システム（これにより難い場合は、

子育て部分休暇承認請求書（様式第19号の３））により行わなければならない。

９�　職員は、子育て部分休暇の期間中に、当該子育て部分休暇に係る子が死亡し、若しくは当該職員の子でなくなったとき又は当該子

育て部分休暇に係る子を養育しなくなったときは、遅滞なく子育て部分休暇養育状況変更届（様式第19号の４）を校長及び主管課長

を経由して提出しなければならない。

10�　承認された子育て部分休暇の一部の取消しについては、第27条第３項の規定を準用する。この場合において、「部分休業一部取消

整理簿（様式第28号の２）」とあるのは、「子育て部分休暇一部取消整理簿（様式第19号の５）」と読み替えるものとする。

　第27条第１項を次のように改める。

　�　職員は、育児休業法の規定に基づき、育児休業又は部分休業（次項及び第４項において「育児休業等」という。）の承認を請求し

ようとするときは、あらかじめ、校長に対し、総務事務システム（これにより難い場合は、育児休業にあっては育児休業承認請求書

（様式第26号）、部分休業にあっては部分休業承認請求書（様式第27号））により行わなければならない。

　第27条第２項を削り、同条第３項中「又は部分休業（以下「育児休業等」という。）」を「等」に、「に当該」を「に、当該」に改め、

同項ただし書を削り、同項を同条第２項とし、同条第４項中「取消」を「取消し」に、「内部事務総合システム」を「総務事務システム」

に改め、同項を同条第３項とし、同項の次に次の１項を加える。

４�　校長は、第１項の育児休業等を承認した場合は、直ちに育児休業（部分休業）承認状況報告書（様式第28号の３）により、主管課

長に報告しなければならない。

　第27条第５項中「様式第28号の３」を「様式第28号の４」に改める。

　第27条の２第１項を次のように改める。

　�　職員は、第24条の規定による休暇若しくは欠勤又は前条の規定による育児休業の期間中に出勤しようとするときは、あらかじめ、

総務事務システムにより行うとともに、出勤届（様式第28号の４）を校長に提出しなければならない。

　第27条の２第３項中「又は欠勤」を「若しくは欠勤又は育児休業」に、「第24条第８項」を「休暇又は欠勤にあっては第24条第12項

高 校 教 育 課

特別支援教育課
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の規定に準じ、育児休業にあっては第27条第４項」に改める。

　第31条第１項中「同条第８項」を「同条第11項」に、「又は第８項」を「又は第11項」に改める。

　様式第１号から様式第６号の３までの規定中「氏名　　　　　　　　　㊞」を「氏名　　　　　　　　　　」に改める。

　様式第７号から様式第９号までの規定中「氏名　　　　　　　　　㊞」を「氏名　　　　　　　　　　」に、

「氏名　　　　　　　　　印 」を「氏名　　　　　　　　　　」に改める。

　様式第９号の２の職務に専念する義務の特例に関する条例第３条第１項第１号、第２号、第６号、第７号、第８号、第９号、第10号

及び第11号に該当する場合及び職務に専念する義務の特例に関する条例第３条第１項第３号、第４号及び第５号に該当する場合中

「氏名　　　　　　　　　㊞」を「氏名　　　　　　　　　　」に改める。

　様式第10号中「氏名　　　　　　　　　㊞」を「氏名　　　　　　　　　　」に、「氏名　　　　　　　　　印 」を

「氏名　　　　　　　　　　」に改める。

　様式第10号の２から様式第13号までの規定中「氏名　　　　　　　　　㊞」を「氏名　　　　　　　　　　」に改める。

　様式第14号中「氏名　　　　　　　　　㊞」を「氏名　　　　　　　　　　」に、「氏名　　　　　　　　　印 」を

「氏名　　　　　　　　　　」に改める。

　様式第15号から様式第19号までの規定中「氏名　　　　　　　　　㊞」を「氏名　　　　　　　　　　」に改める。

　様式第19号の２中「氏名　　　　　　　　　㊞」を「氏名　　　　　　　　　」に改め、同様式の備考の１を削り、同備考の２を同

備考の１とし、同備考の３を同備考の２とし、同備考の４を同備考の３とし、同備考の５を同備考の４とする。

　様式第19号の３中「氏名　　　　　　　　　㊞」を「氏名　　　　　　　　　」に改め、同様式を様式第19号の６とし、様式第19号

の２の次に次の様式を加える。
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　様式第20号中「長野県　　　　学校長　印 」を「長野県　　　　学校長」に、「）休暇（介護時間・欠勤）承認」を「・子育て部分）

休暇（介護時間・欠勤）承認」に、

「

を
介
護
時
間

２　今回承認した期間 　　　年　　月　　日から　　　　　年　　月　　日まで　　　　　日間

」

「

に改め、同様式の備考の１及び２中

介
護
時
間

２　今回承認した期間 　　　　年　　月　　日から　　　　　年　　月　　日まで　　　　　日間

」

子
育
て
部
分
休
暇

１　前回までに承認した期間 　　　　年　　月　　日から　　　　　年　　月　　日まで

２　今回承認した期間等
　　年　　月　　日から

　　年　　月　　日まで

□毎日

□その他

 （　　　　）

午前　　時　　分～　　時　　分

午後　　時　　分～　　時　　分

「）休暇」を「・子育て部分）休暇」に改める。

　様式第24号から様式第25号の３までの規定中「氏名　　　　　　　　　㊞」を「氏名　　　　　　　　　　」に改める。

　様式第26号及び様式第27号を次のように改める。
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　様式第28号中「氏名　　　　　　　　　㊞」を「氏名　　　　　　　　　　」に改める。

　様式第28号の２を次のように改める。
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　様式第28号の４中「氏名　　　　　　　　　㊞」を「氏名　　　　　　　　　　」に改め、同様式を様式第28号の５とする。

　様式第28号の３中「長野県　　　　学校長　印 」を「長野県　　　　学校長」に改め、同様式を様式第28号の４とし、様式第28号

の２の次に次の様式を加える。
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　様式第29号から様式第33号までの規定中「氏名　　　　　　　　　㊞」を「氏名　　　　　　　　　　」に改める。

高 校 教 育 課

特別支援教育課
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